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研究成果の概要（和文）：本研究では，企業・事業所データや貿易データを用いて，我が国製造業のグローバル化のメ
カニズムを明らかにし，輸出や直接投資が国際競争力の強化につながっているのかどう，国際比較を交えて検証した．
具体的には，１）どのような企業が，どのような方法（輸出，あるいは直接投資）で，どのような地域の海外市場への
アクセスを開始するのか．２）海外市場へのアクセスは，当該企業のパフォーマンス改善につながっているのかといっ
た疑問を検証した．

研究成果の概要（英文）：Whether or not exports and foreign direct investment contribute to enhance the int
ernational competitiveness of the firms is an important question for both Japanese business circles and po
licy makers. This research project attempts to answer this question, using firm-level data and trade data.
 We examined the characteristics of the firms which enter into the export market and/or start foreign dire
ct investment. Our project also examined whether or not the performance of firms improved after firm start
 exporting and/or foreign direct investment.
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１．研究開始当初の背景 

1980 年代半ばの急激な円高およびバブル

経済の発生をきっかけとして，日本企業の直

接投資による海外進出が活発化した．日本企

業による海外進出は従来輸出の形態を取っ

ていたが，円高によって日本国内での生産に

おける国際競争力が大きく低下したことか

ら，海外との生産分業が活発に行われるよう

になったと言われている．とりわけ，機械系

の製造業では，海外企業への生産委託のみな

らず，海外生産を目的とした直接投資が活発

に行われるようになり，日本企業による国際

分業のあり方はより一層複雑性を増してい

る． 

一方，2008 年のアメリカ発の世界金融危機

は，世界貿易の縮小を通じて，日本経済に大

きな影響を及ぼした．海外進出企業を中心に，

短期雇用者の大量解雇が社会問題化した．金

融危機が海外進出企業の不振に繋がったこ

とから，「外需依存の経済構造」に対する懐

疑的な見方も広がっていた． 

そこで，本研究プロジェクトでは，輸出や

アウトソーシング，直接投資に着目し，わが

国製造業企業のグローバル化のメカニズム

の一端を明らかにし，その影響について，実

証的に分析していく．本研究では，国際比較

なども踏まえ，わが国製造業企業のグローバ

ル化の長所・短所を明らかにし，今後の展望

と具体的な政策提言を導くことを目的とす

る． 

 
２．研究の目的 

本研究では，企業・事業所データや貿易デ

ータを用いて，我が国製造業のグローバル化

のメカニズムを明らかにし，輸出や直接投資

が国際競争力の強化につながっているのか

どうかを，国際比較を交えて検証する．具体

的には，１）どのような企業が，どのような

方法（輸出，あるいは直接投資）で，どのよ

うな地域の海外市場へのアクセスを開始す

るのか．２）海外市場へのアクセスは，当該

企業のパフォーマンス改善につながってい

るのかといった疑問を検証する． 

また，本研究では，フランスの研究者とも

連携し，国際比較を行う．企業・事業所デー

タによる研究は各国で進められているが，日

仏比較により日本の特徴を明らかにする． 

 
３．研究の方法 

本研究では，企業・事業所データや貿易デ

ータを用いて上記の二つの疑問について，次

のような方法を採用した． 

(1) どのような企業が，どのような方法（輸

出，あるいは直接投資）で，どのような地域

の海外市場へのアクセスを開始するのか． 

① 自由貿易協定がどの程度企業に活用され

ているかを回帰分析によって分析した． 

② Melitz の理論的枠組みの拡張を行い，海

外の進出先の違いについて，理論的・実証的

に考察した． 

③ フランスとの比較研究や欧州の中国との

貿易パターンについても分析を行った． 

 

(2) 海外市場へのアクセスは，当該企業のパ

フォーマンス改善につながっているのか． 

① 従来の研究で用いられてきた全要素生産

性（TFP）に加え，国内工場の存続といった

視点も取り入れた． 

 
４．研究成果 

本研究の成果は次のようなものである． 

(1) どのような企業が，どのような方法（輸

出，あるいは直接投資）で，どのような地域

の海外市場へのアクセスを開始するのか． 

① Bellone, Kiyota, Matsuura, Musso, and 

Nesta (2014) 

本論文は，日仏製造業の大規模企業データを

もとに，国際間生産性格差に関する新事実を

提示しようと試みるものである．本研究の主

要な結果の 1つは，国際的な生産性格差が企

業の輸出と密接に関連しているということ

である．具体的には，輸出企業の生産性格差



は産業の平均的な生産性の格差と系統的に

異なっており，日本の輸出企業の生産性の高

い産業では，日仏輸出企業の生産性格差は大

きくなる傾向にある．逆に，フランスの輸出

企業の生産性の高い産業では，日仏輸出企業

の生産性格差は小さくなる傾向にある．これ

らの結果は，日本企業がフランス企業よりも

高い貿易コストに直面していることを示唆

しており，近年の貿易理論の含意とも整合的

である． 

②Ito (2013a) 

本論文では，輸出，水平型 FDI，垂直型 FDI，

水平型輸出プラットフォーム FDI，垂直型輸

出プラットフォームFDIといった全ての典型

的な海外市場供給形態をひとつで説明する

モデルを構築する．同理論からは，大陸（地

域）間貿易自由化及び大陸（地域）内貿易自

由化が輸出プラットフォームFDIを促すとい

う仮説を導き出すことができる．米国の海外

直接投資データを用いて同仮説の検定を行

い，データが仮説を支持していることが示さ

れた．特に EU の輸出プラットフォーム FDI

への効果が大きいことが示された．このこと

は，小さな国にとって地域経済統合に参加す

ることの利点を示唆している． 

③Ito (2013b) 

本論文は，日本の企業データを利用して，4

つのタイプの外国直接投資（FDI）：水平型 FDI，

垂直型FDI，水平型輸出プラットフォームFDI，

垂直型輸出プラットフォームFDI間の選択に

ついて，実証的な検証を行う．分析の結果，

東南アジア諸国連合（ASEAN）や北米自由貿

易協定（NAFTA）など地域経済統合は水平型

輸出プラットフォーム FDI を強く推進し，ま

た日本・マレーシア自由貿易協定が垂直型輸

出プラットフォームを推進することが明ら

かになった．これらの結果は，小国が地域経

済統合に参加することから得られる便益を

示しているという点など、幾つかの政策的な

含意を示していると言える． 

④Takahashi and Urata (2010) 

本論文は自由貿易協定（FTA）が日本企業に

よってどの程度活用されているのかに注目

した．京阪神企業を対象に実施された FTA の

利用状況調査のデータをもとに分析した結

果，FTA に関する企業の認知度は低く，利用

も低調にとどまっていることが分かった．し

かし一方で，利用している企業では売り上げ

が増えているケースも 2 割程度あり，FTA が

必要ないというのではなく，FTA が利用しに

くいという制度上の問題が浮き彫りになっ

た．中小企業を中心に企業への情報提供，支

援体制を拡充するとともに，FTA の対象国を

主要な貿易相手国まで広げていく努力が求

められている． 

 

(2) 海外市場へのアクセスは，当該企業のパ

フォーマンス改善につながっているのか． 

① Arita and Tanaka (2014)  

本論文は，多国籍企業の海外生産をシミュレ

ーションして，海外市場における投資費用の

低下が多国籍企業の国内・海外生産に与える

効果を数量的に明らかにしている．直接投資

における固定費用や変動費用の低下は，企業

の生産性によって効果が異なる．生産性の高

い企業は投資先の市場数や生産規模を拡大

する一方で，生産性の低い企業は外資参入で

国内市場の競争が激化するため，国内生産の

縮小や撤退に追い込まれる可能性がある．そ

して，生産性の高い企業の売上シェアが拡大

することで産業レベルの生産性が向上する．

②  Hayakawa, Matsuura, Motohashi, and 

Obashi (2013) 

本論文では，直接投資の国内パフォーマンス

に与える影響を，水平的・垂直的直接投資の

違い，生産・非生産部門の違いに応じて，実

証的に分析している．分析では，傾向スコ

ア・マッチング手法を用いることにより，精

緻な推定値を得ている．分析の結果，水平的

直接投資は非生産部門の雇用を拡大し，垂直



的直接投資は熟練労働者に対する需要を拡

大させることが分かった．このことは，企業

の海外進出が国内雇用を一様に減少させる

わけではなく，逆に需要が拡大する部門・労

働形態が存在することを示している． 

③ Yokota (2013) 

本論文は外国からの直接投資が国内企業に

与える技術移転の効果について考察した．こ

れまでの技術移転の効果に関する研究は一

国・産業レベルのデータが利用されていたが，

本論文はタイの工場レベルのデータを注意

深く時系列で結合したパネル・データを作成

し，タイの産業連関表から得られたデータと

ともに分析している．水平方向（同一産業内）

型技術移転，後方連関型技術移転，前方連関

型技術移転を区別した分析の結果，水平型と

後方連関型技術移転は非輸出型産業で確認

され，一方，前方連関型技術移転は輸出志向

型産業で確認できることが明らかになった． 

④ Kneller, McGowan, Inui, and Matsuura 

(2012) 

従来の研究で，需要の縮小局面で，複数事業

所を持つ企業，あるいは多国籍企業に属する

工場は閉鎖されやすいことが示されている

が，本論文では複数事業所企業，ならびに多

国籍企業は，どのような工場を閉鎖する傾向

にあるのかを，日本の企業・事業所レベルデ

ータを用いて実証分析を行った．分析の結果，

複数事業所企業，多国籍企業はいずれも，企

業内で比較的規模の小さい企業や労働集約

的な企業が閉鎖されやすいことが明らかと

なった． 
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